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経　営　方　針

１．会社の経営の基本方針

当社は、『マルチメディア時代の総合エンジニアリング企業として、常に新しい価値の

創造につとめ、社会に貢献する』ことを経営目標としております。

当社の「企業行動憲章」のなかでは、“透明な企業行動の徹底”や“お客様重視の徹底”

を掲げており、経営目標の実現に向けた企業行動憲章の徹底的な実践と当社の経営資産で

ある｢人｣と｢技術｣の戦略的な活用により、変化を先取りする創造的企業を目指して業績と

企業価値の向上に努めてまいります。

また、本年７月には、環境マネジメントシステムの国際標準規格である ISO-14001 の

認証を全社レベルで取得するなど、環境にも配慮した企業経営を推進し、当社の環境理念

である「全社員が地球にやさしい事業活動に取り組み、環境と調和する企業を目指し、豊

かな社会の実現」に貢献してまいります。

２．会社の利益配分に関する基本方針

当社の利益配分の基本的な考え方は、安定配当を基本とした株主の皆様への利益還元と

今後の事業発展のための技術開発、人材育成、設備投資等とのバランスを勘案し、業績に

裏付けされた成果の配分に努めることであります。

３．中長期的な会社の経営戦略および今後の課題

当社の主要な事業領域である情報通信分野では、市場ニーズの変化や技術革新のスピー

ドが速く、常に新しい事業機会が発生し、付加価値のソフト化、サービス化が急速に進展

しております。当社は、このような環境のなかで、新しい事業機会や付加価値のシフトに

俊敏に対応すべく、コアコンピタンスおよびタイムベースマネジメントの強化を図るとと

もに、システムインテグレーション分野におけるシステム提案力、システム構築力の一層

の強化を図ることにより、事業の高付加価値化を促進すべく、積極的な「事業革新」に取

り組んでおります。
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経　営　成　績

１． 当中間期の概況

当上半期におけるわが国経済は、政府の経済政策の効果により、一時的には回復の兆し

が見られたものの、企業の設備過剰感を背景とした設備投資の大幅な抑制や雇用情勢の

悪化、さらには、急激な円高の進行など、依然として先行きの不透明感は消えず、景気は

厳しい状況のまま推移いたしました。

当社をとりまく事業環境としては、国内においては、主として通信事業者や地方民間

企業における情報通信分野での設備投資が一時的な停滞傾向にあり、また、海外において

もアジア経済が回復過程にあるものの、通信インフラ建設に対する需要の顕在化が見られ

ず、総じて非常に厳しい状況で推移いたしました。

このような環境のなかで、当社は、新しい市場への対応力を強化し、情報通信ネット

ワーク構築に対するシステムインテグレーション力の一層の強化拡充を図るとともに、

全社をあげて経営の効率化を推進するなど、収益性の向上に全力を傾注してまいりました。

しかしながら、厳しい事業環境により、受注高につきましては、１，００７億７１百万

円（前年同期比 10.5％減）となり、売上高につきましては、８３２億２２百万円（前年同

期比 12.6％減）となりました。

利益につきましては、経常利益は、１０億７７百万円(前年同期比 51.1％減)、中間純利

益は、４億９４百万円(前年同期比 53.7％減) となりました。

　　　また、中間配当につきましては、１株につき５円と決めさせていただきました。

２． 通期の見通し

今後の見通しにつきましては、政府の経済対策効果の期待感はあるものの、継続的な

民間設備投資の抑制、企業の再編、企業リストラの進展に伴う雇用情勢の深刻化等、予断

を許さない状況が続くものと予想されます。

このような状況のなかで、当社は、事業環境の急速な変化に俊敏に対応すべく、全社を

あげて事業革新に積極的に取り組むとともに、経営全般にわたる効率化を推進するなど、

経営体質の強化に努め、上半期の業績を大幅に改善すべく、収益の向上に邁進する所存で

ございます。

なお、通期の業績につきましては、受注高２，２６３億円（前期比 1.0％増）、売上高

２，１６５億円（前期比 3.3％減）、経常利益５３億円（前期比 17.5％減）、当期純利益

２６億円（前期比 8.8％減）を予定しております。
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コンピューター西暦２０００年問題への対応状況等

１．対応状況等

(１)取組み方針

当社は、西暦２０００年問題を業務継続性の維持およびお客様対応の面から経営上

の重要事項と認識し、積極的に対応を進めております。

(２)取組み体制

当社では、１９９７年７月に社長直轄の全社プロジェクトを発足し、お客様への

納入システムおよび社内情報システムについて、それぞれの問題を把握するとともに、

対応策の実行、促進および進捗管理を行っております。また、これらの対応状況等に

ついては、経営陣に対し定期報告および必要に応じた協議を実施しております。さら

に、移行時における不測の事態に備えるべく、１９９９年７月に緊急対策本部を設置

いたしました。

(３)対応の進捗状況

お客様への納入システムおよび社内情報システムについては、一部を除いて既に

対応が完了しており、残りのシステムについても早期に対応を完了する予定です。

２．対応のための支出金額等

社内情報システムについては、通常のシステムの運用･保守と併せて実施しており、その

対応のほとんどを社内要員で行っているため、費用を明確に区分することはできませんが、

その費用は当社の将来の業績に重大な影響を及ぼすことはないと予想しております。

３．危機管理計画（コンティンジェンシー・プラン）等

緊急対策本部の設置と併せ、リスクの顕在化を事前に抑制するリスク軽減計画や実際に

問題が発生した場合を想定した障害復旧計画等により構成される危機管理計画を完成して

おり、さらに、これに基づいたリハーサルを実施しております。
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比 較 貸 借 対 照 表

（単位：百万円）

    期　別 当 中 間 期       前 期       比較増減(△)       前 年 中 間 期       

科　目 （平成 11 年 9 月 30 日現在） （平成 11 年 3 月 31 日現在） 当中間期 － 前期 （平成 10 年 9 月 30 日現在）

（ 資 産 の 部 ）            

流　　動　　資　　産 　１０２，９８５   １２３，０１８  △ ２０，０３３   １０７，３９２

　現 金 及 び 預 金             　　７，７８１   　  ８，９９４  △   １，２１２ 　 　 ５，２３８

　受 取 手 形           　  　３，３１８     　３，９５１  △ 　　　６３２   　　３，４８９

　売 掛 金           　　５１，８２５     ８２，００１  △ ３０，１７５   　５４，３１９

　有 価 証 券           　  １２，０８７     １０，０２９   　　２，０５７   　１６，５７３

　機 器 及 び 材 料           　　　　　２９３           ３４３  △ 　　　　５０ 　　  　　３７３

　仕 掛 品           　  ２１，０７４     １３，９１３  　 　７，１６１ 　　２３，６９１

　繰 延 税 金 資 産           　　　　　８１３           ７９８             １４ 　　　  　　　－

　そ の 他 流 動 資 産           　　  ６，１１７       ３，３１９       ２，７９８ 　　  ３，９８４

　貸 倒 引 当 金            △　 　　３２７  △       ３３３               ５  △   　　２７９

固　　定　　資　　産     １７，１５１     １７，０４８           １０３  　 １６，６５８

　有 形 固 定 資 産                 ８，５０４       ８，５７１  △         ６７  　　 ８，７００

　　建 物 ・ 構 築 物                ４，３１７       ４，４３３  △       １１５  　　 ４，５７１

　　機 械 ・ 運 搬 具                      ２３             ３７  △         １４  　　　 　　３１

　　工 具 器 具 ・ 備 品                １，３６６       １，２９３             ７２  　　 １，２１７

　　土 地                ２，７１０       ２，７１０               －  　   ２，４５１

　　建 設 仮 勘 定                    　８７             ９６  △           ９ 　　　　  ４２９

　無 形 固 定 資 産                     ９３４           １１１           ８２３ 　　　 　 １１２

　投 資 等                 ７，７１２       ８，３６５  △       ６５２ 　　  ７，８４６

　　投 資 有 価 証 券                １，７４１       １，７１９             ２１ 　　  １，５９３

　　長 期 貸 付 金                        ６             １２  △           ５ 　　 　 　　１７

　　長 期 保 証 金                ４，４６４       ４，６２４  △       １６０ 　　  ４，４１７

　　繰 延 税 金 資 産            　　　　２１４             ９４           １１９               －

　　そ の 他 投 資 等           　　 １，３９７       ２，０２８  △       ６３０ 　  　１，８２５

　　貸 倒 引 当 金           △ 　　　１１２  △       １１４               １  △ 　　　　　７

資 産 合 計            １２０，１３６   １４０，０６６  △ １９，９２９ 　１２４，０５０

（注）　百万円未満は切り捨てて表示しております。
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比 較 貸 借 対 照 表

（単位：百万円）

    期　別 当 中 間 期       前 期       比較増減(△)       前 年 中 間 期       

科　目 （平成 11 年 9 月 30 日現在） （平成 11 年 3 月 31 日現在） 当中間期 － 前期 （平成 10 年 9 月 30 日現在）

（ 負 債 の 部 ）           

流　　動　　負　　債   　５７，９２３     ７８，１３１  △ ２０，２０８  　 ６４，７２３

　支 払 手 形             　　４，２６９       ４，６６２  △       ３９２       ４，９８４

　買 掛 金             　２３，９０６     ４１，８０４  △ １７，８９８     ２５，６７８

　短 期 借 入 金             　１４，８７０     １４，８７０               －     １５，３５０

　未 払 法 人 税 等             　　　　５９７       ２，９７３  △   ２，３７６ 　 　 １，０２５

　未 払 事 業 税 等                         －               －               －   　　　　３３０

　未 払 費 用                 ３，９４８       ４，００７  △         ５９   　　３，９４９

　前 受 金                 ９，５７４       ７，１７３       ２，４０１   　１２，１０１

　そ の 他 流 動 負 債                     ７５５       ２，６３９  △   １，８８３   　　１，３０２

固　　定　　負　　債     １５，１６３     １５，０７１             ９１   　１４，５８６

　転 換 社 債               １１，９８０     １２，０００  △         ２０ 　　１２，０００

　長 期 借 入 金             　　　　　　－               －               － 　　 　　　　 ５

　退 職 給 与 引 当 金                 ３，１８３       ３，０７１           １１１  　　 ２，５８０

負 債 合 計              ７３，０８６     ９３，２０３  △ ２０，１１６     ７９，３０９

（ 資 本 の 部 ）           

資 本 金              １２，７７８     １２，７６８             １０ 　  １２，７６８

法 定 準 備 金              １２，７０８     １２，６６５             ４２     １２，６４４

　資 本 準 備 金               １２，２７８     １２，２６８             １０     １２，２６８

　利 益 準 備 金             　　　　４３０           ３９７             ３２ 　 　　   ３７５

剰 余 金            　２１，５６３     ２１，４２９     　　　１３４ 　  １９，３２８

　任 意 積 立 金             　２０，６４２     １７，９４３       ２，６９９ 　　１７，９４５

　　固定資産圧縮積立金            　　　　　　２  　　　　　　 ３  △ 　　　　　０ 　　 　　　　 ５

　　別 途 積 立 金            　２０，６４０     １７，９４０       ２，７００ 　　１７，９４０

　中間(当期)未処分利益             　　　　９２１       ３，４８６  △   ２，５６５       １，３８３

　［中間(当期)純利益］            [　　　　４９４]  [　　２，８５２]  [△  ２，３５８]  [    １，０６８]

資 本 合 計            　４７，０４９     ４６，８６３           １８６     ４４，７４１

負 債 資 本 合 計            １２０，１３６   １４０，０６６  △ １９，９２９   １２４，０５０

（注）　百万円未満は切り捨てて表示しております。
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（注記）

 (当 中 間 期     )  (前 期     )  (比 較 増 減     )  (前年中間期)

  １．支配株主に対する短期金銭債権                  21,398 百万円    32,805 百万円 △   11,407 百万円    24,551 百万円

      支配株主に対する長期金銭債権                     219       215           4       216

      支配株主に対する短期金銭債務                   5,013    14,362 △     9,349     7,850

  ２．子会社に対する短期金銭債権                     334       348 △          14       138

      子会社に対する短期金銭債務                     761       786 △          25       561

  ３．その他流動資産に含めた自己株式                       1         0          0         0

 (    381 株)  (    112 株)   (    269 株)    (  157 株)

        

  ４．担 保 に 供 し て い る 資 産                      －        －         －        －

  

  ５．有形固定資産の減価償却累計額                   4,559     4,451        108     4,150

  ６．投資有価証券に含めた子会社株式       732       732         －       732

  ７．保 証 債 務                     990     1,126 △       136     1,279

  ８．受取手形割引高・裏書譲渡高                      －        －         －        －

  ９．重 要 な 外 貨 建 資 産 ・ 負 債               

　　　 　　　　　　 （現金及び預金）        －        －         － US$  4,620 千

       －        －         － Col$ 6,340 百万

　　　　 　　　　　 （売 掛 金      ） US$ 31,113 千 US$ 35,223 千 US$  △4,110 千 US$ 41,230 千

B   　　 821 百万 B   　　 949 百万 B    △　 128 百万 B      755 百万

　　　　 　　　　　 （有 価 証 券      ）        －        －         － US$  4,115 千

 １０．貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース契約により使用している営業用車輌・事務用電子計算

     　機一式および通信用交換機・ファクシミリがあります。

 １１．仮払消費税等と仮受消費税等は相殺のうえ、「その他流動負債」に含めて表示しております。

 １２．前年中間期において「未払事業税等」として表示しておりました未払事業税および未払事業所税は、

     　未払事業税（当中間期 144 百万円）については「未払法人税等」に含め、未払事業所税（当中間期

　     44 百万円）については「その他流動負債」に含めて表示しております。

 １３．前事業年度より税効果会計を適用しております。これに伴い、当中間期においては税効果会計を適用

     　しない場合と比較して中間純利益および中間未処分利益は134 百万円それぞれ増加しております。
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比 較 損 益 計 算 書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　（単位：百万円）

    期　別 当 中 間 期       前 年 中 間 期       比較増減(△)       前 期       

自 平成 11 年  4 月  1 日 自 平成 10 年  4 月  1 日 自 平成 10 年  4 月  1 日

科　目 至 平成 11 年  9 月 30 日 至 平成 10 年  9 月 30 日
当中間期 － 前期

至 平成 11 年  3 月 31 日

経 常 損 益 の 部           

　営 業 損 益 の 部           

　　売 上 高               ８３，２２２     ９５，１７０ △  １１，９４７   ２２３，８４８

　　売 上 原 価               ７４，８８９     ８４，９４３ △  １０，０５３   １９８，０７０

　　　売 上 総 利 益                ８，３３２     １０，２２６ △    １，８９３     ２５，７７７

　　販売費及び一般管理費                 ６，７１９       ７，８９２ △    １，１７３     １８，３１３

　　　営 業 利 益                １，６１３       ２，３３４ △        ７２０       ７，４６３

　営 業 外 損 益 の 部           

　　営 業 外 収 益                     ２４３           ３４３ △        １００           ５３７

　　　受 取 利 息 配 当 金                    １００           １３８ △          ３７           ２６２

　　　そ の 他 営 業 外 収 益                    １４２           ２０５ △          ６３           ２７４

　　営 業 外 費 用                     ７７８           ４７１           ３０６       １，５７６

　　　支 払 利 息                    １３１           １７８ △          ４７           ３３９

　　　そ の 他 営 業 外 費 用                    ６４７           ２９３ 　        ３５４       １，２３７

経 常 利 益                  １，０７７       ２，２０６ △    １，１２８       ６，４２４

税引前中間（当期）純利益       １，０７７       ２，２０６ △    １，１２８       ６，４２４

　法 人 税 及 び 住 民 税                          －       １，１３８ △    １，１３８               －

　法人税、住民税及び事業税                      ７１８               － 　        ７１８       ３，９１４

　法 人 税 等 調 整 額            △        １３４               － △        １３４ △        ３４２

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益                      ４９４       １，０６８ △        ５７３       ２，８５２

　前 期 繰 越 利 益                      ４２６           ３１５           １１１           ３１５

　過 年 度 税 効 果 調 整 額                          －               －               －           ５５０

　税効果会計適用に伴う            

　固定資産圧縮積立金取崩高
              －               －               －               ２

　中 間 配 当 額                          －               －               －           ２１３

　利 益 準 備 金 積 立 額                          －               －               －             ２１

中間（当期）未処分利益                       ９２１       １，３８３ △        ４６２       ３，４８６

（注）　百万円未満は切り捨てて表示しております。

（注記）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（当 中 間 期     ）　（前年中間期）　（比 較 増 減     ）　（前 期     ）

　　１．支配株主との取引高

 売 上 高          30,121 百万円 34,647 百万円 △ 4,526 百万円 78,898 百万円

 仕 入 高          18,379 百万円 22,601 百万円 △ 4,221 百万円 54,073 百万円

 営業取引以外の取引高 120 百万円 286 百万円 △ 166 百万円 212 百万円

　　　　

　　２．子会社との取引高

 売 上 高          14 百万円 61 百万円 △ 46 百万円 111 百万円

 仕 入 高          2,744 百万円 1,755 百万円 988 百万円 4,673 百万円

 営業取引以外の取引高 59 百万円 35 百万円 24 百万円 35 百万円

　　

　　３．前年中間期において「販売費及び一般管理費」に含まれておりました事業税（当中間期 131 百万円）は、

　　　　「法人税、住民税及び事業税」に含めて表示しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に

　　　　比較して営業利益、経常利益および税引前中間純利益はそれぞれ同額多く計上されております。
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中間財務諸表作成の基本となる事項

１．中間財務諸表作成のために採用した会計処理の原則および手続

(1) 退職給与引当金繰入額

年間繰入見積額を期間に基づき計上することとしております。

(2) 減価償却費

当中間会計期間末の固定資産に対する年間償却見積額を、期間に基づき計上する方法によっており

ます。

(3) 販売費及び一般管理費

当社の売上高は、上半期に比較し下半期が著しく増加するため、当中間期の販売費及び一般管理費

（個別項目調整後）のうち、固定費的性格を有する営業費用（役員報酬、従業員給料手当、法定福

利費等の人件費、地代家賃等）については、当事業年度の売上高および費用発生額を予測し、当中

間期の売上実績に基づき当中間会計期間が負担すべき金額を算出しております。

なお、繰延処理額2,187 百万円は、「その他流動資産」に含めて表示しております。

(4) 法人税、住民税及び事業税の計上基準

当中間会計期間を１事業年度とみなして算定した税額を計上しております。

２．たな卸資産の評価基準および評価方法

(1) 機器及び材料

      　機　器　…………　移動平均法による原価法

主材料　…………　移動平均法による原価法

副材料　…………　総平均法による原価法

貯蔵品　…………　最終仕入原価法

(2) 仕掛品　…………　個別法による原価法

３．有価証券の評価基準

(1) 取引所の相場のある株式　…………　移動平均法による低価法（洗替え方式）

(2) そ の 他 の 有 価 証 券           　…………　移動平均法による原価法

４．有形固定資産の減価償却の方法

　　法人税法の定める耐用年数に基づく定率法によっております。

５．リース取引の処理方法

　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につきまして

　　は、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

６．消費税等の会計処理

　　消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。

７．ソフトウェアについては「研究開発費及びソフトウェアの会計処理に関する実務指針」により、当中間

　　会計期間より投資等の「その他投資等」から無形固定資産に表示を変更しております。なお、減価償却

　　方法は、市場販売目的のものについては見込有効期間（３年以内）に基づく定額法、自社利用のものに

　　ついては社内における見込利用可能期間（５年以内）に基づく定額法によっております。
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リース取引関係

（単位：百万円）

　　　当 中 間 期           　　　前 年 中 間 期           　　　前 期           
自 平成 1 1 年  4 月  1 日 自 平成 1 0 年  4 月  1 日 自 平成 1 0 年  4 月  1 日
至 平成 1 1 年  9 月 3 0 日 至 平成 1 0 年  9 月 3 0 日 至 平成 1 1 年  3 月 3 1 日

リース物件の所有権が借主に移転す リース物件の所有権が借主に移転す リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ ると認められるもの以外のファイナ ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係わる注記 ンス・リース取引に係わる注記 ンス・リース取引に係わる注記

１．リース物件の取得価額相当額、 １．リース物件の取得価額相当額、 １．リース物件の取得価額相当額、
　減価償却累計額相当額および中間 　減価償却累計額相当額および中間 　減価償却累計額相当額および期末

　期末残高相当額 　期末残高相当額 　残高相当額

　　　　　車 両 ・     工具・器 　　　　　車 両 ・     工具・器 　　　　　車 両 ・     工具・器
　　　　　運 搬 具     具・備品 合 計    　　　　　運 搬 具     具・備品 合 計    　　　　　運 搬 具     具・備品 合 計    

取 得 価 額     取 得 価 額     取 得 価 額     

相 当 額          107    5,758    5,866 相 当 額          109    4,980    5,090 相 当 額          138    4,665    4,803

減 価 償 却     減 価 償 却     減 価 償 却     

累 計 額     累 計 額     累 計 額     

相 当 額           52    3,455    3,507 相 当 額           46    2,632    2,679 相 当 額           76    2,633    2,709

中 間 期 末     中 間 期 末     期 末 残 高     

残高相当額      55    2,303    2,359 残高相当額      62    2,348    2,411 相 当 額           61    2,032    2,093

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額
　 　 　

　　　１年以内　　１，１８３ 　　　１年以内　　１，００７ 　　　１年以内　　　　９２４

　　　１ 年 超    　　１，５５２ 　　　１ 年 超    　　１，４６７ 　　　１ 年 超    　　１，２２１

　　　合 計    　　２，７３６ 　　　合 計    　　２，４７４ 　　　合 計    　　２，１４６

３．支払リース料、減価償却費相当額 ３．支払リース料、減価償却費相当額 ３．支払リース料、減価償却費相当額

　および支払利息相当額 　および支払利息相当額 　および支払利息相当額

　　支払リース料　　　　　７２８ 　　支払リース料　　　　　６３５ 　　支払リース料　　　１，２４３

　　減価償却費相当額　　　６３１ 　　減価償却費相当額　　　５７８ 　　減価償却費相当額　１，１３５

　　支払利息相当額　　　　　５３ 　　支払利息相当額　　　　　４７ 　　支払利息相当額　　　　　８６

４．減価償却費相当額および利息相当額 ４．減価償却費相当額および利息相当額 ４．減価償却費相当額および利息相当額

　の算定方法 　の算定方法 　の算定方法

・減価償却費相当額の算定方法 ・減価償却費相当額の算定方法 ・減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価 　　リース期間を耐用年数とし、残存価 　　リース期間を耐用年数とし、残存価

　　額を零とする定額法によっておりま 　　額を零とする定額法によっておりま 　　額を零とする定額法によっておりま

　　す。 　　す。 　　す。

・利息相当額の算定方法 ・利息相当額の算定方法 ・利息相当額の算定方法

　　リース料総額とリース物件の取得価 　　リース料総額とリース物件の取得価 　　リース料総額とリース物件の取得価

　　額相当額との差額を利息相当額とし 　　額相当額との差額を利息相当額とし 　　額相当額との差額を利息相当額とし

　　各期への配分方法については、利息 　　各期への配分方法については、利息 　　各期への配分方法については、利息

　　法によっております。 　　法によっております。 　　法によっております。

オペレーティング・リース取引に係わる オペレーティング・リース取引に係わる オペレーティング・リース取引に係わる
注記 注記 注記

１．未経過リース料 １．未経過リース料 １．未経過リース料

　　　１年以内　　　　　３２ 　　　１年以内　　　　　３５ 　　　１年以内　　　　　３６

　　　１ 年 超    　　　　　４１ 　　　１ 年 超    　　　　　６６ 　　　１ 年 超    　　　　　５４

　　　合 計    　　　　　７３ 　　　合 計    　　　　１０１ 　　　合 計    　　　　　９０

（注）　百万円未満は切り捨てて表示しております。
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受注高・売上高・受注残高

　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

    期　別 当 中 間 期       前 年 中 間 期       前 期       

自 平成 11 年  4 月  1 日 自 平成 10 年  4 月  1 日 自 平成 10 年  4 月  1 日

至 平成 11 年  9 月 30 日 至 平成 10 年  9 月 30 日

増 減        
至 平成 11 年  3 月 31 日

　区　分 金　額 構成比 金　額 構成比 金　　額 増減比 金　　額 構成比

% % % %

情報通信システム事業            71,281  70.7   77,891  69.2 △  6,609 △  8.5  158,134  70.6

施設ｴﾝ ｼ ﾞ ﾆ ｱ ﾘ ﾝ ｸ ﾞ事業            10,390  10.3   16,884  15.0 △  6,494 △ 38.5   32,315  14.4

保 守 運 用 事 業            19,099  19.0   17,800  15.8     1,298 　  7.3   33,542  15.0

         

受

注

高

合　　　　計 100,771 100.0  112,576 100.0 △ 11,805 △ 10.5  223,992 100.0

情報通信システム事業            56,246  67.6   64,276  67.5 △  8,029 △ 12.5  155,201  69.3

施設ｴﾝ ｼ ﾞ ﾆ ｱ ﾘ ﾝ ｸ ﾞ事業            11,347  13.6   15,537  16.3 △　4,189 △ 27.0   35,812  16.0

保 守 運 用 事 業            15,627  18.8   15,356  16.2       270 　  1.8   32,833  14.7
         

売

上

高

合　　　　計  83,222 100.0   95,170 100.0 △ 11,947 △ 12.6  223,848 100.0

情報通信システム事業            66,369  74.3   62,015  69.6     4,353     7.0   51,334  71.5

施設ｴﾝ ｼ ﾞ ﾆ ｱ ﾘ ﾝ ｸ ﾞ事業            16,188  18.1   21,990  24.7 △　5,801 △ 26.4   17,145  23.9

保 守 運 用 事 業             6,785   7.6    5,049   5.7     1,736    34.4    3,314   4.6
         

受

注

残

高

合　　　　計  89,343 100.0   89,055 100.0       287 　  0.3   71,794 100.0

            （注）　百万円未満は切り捨てて表示しております。

　（注記）　売上高のうち海外の部門別金額および割合は次のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

            期　別 当 中 間 期        前 年 中 間 期        前 期        

自 平成 1 1 年  4 月  1 日 自 平成 1 0 年  4 月  1 日 自 平成 1 0 年  4 月  1 日

至 平成 1 1 年  9 月 3 0 日 至 平成 1 0 年  9 月 3 0 日 至 平成 1 1 年  3 月 3 1 日

　区　分 金　　額 海外割合 金　　額 海外割合 金　　額 海外割合

　　　　 % % %

情報通信システム事業             6,391    11.4    7,366    11.5   14,353     9.2

施設ｴﾝ ｼ ﾞ ﾆ ｱ ﾘ ﾝ ｸ ﾞ事業             3,005    26.5    5,891    37.9   12,034    33.6

保 守 運 用 事 業               127     0.8      294     1.9      462     1.4

合　　　　計   9,525    11.4   13,552    14.2   26,851    12.0

（注）　百万円未満は切り捨てて表示しております。
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有価証券の時価等

（単位：百万円）

期　別 当　 中　 間　 期 前　年　中　間　期 前　　　　　　期
（平成 11 年 9 月 30 日現在） （平成 10 年 9 月 30 日現在） （平成 11 年 3 月 31 日現在）

貸　借 貸　借 貸　借

対照表 対照表 対照表

種　類 価　額

時　価 評価損益

価　額

時　価 評価損益

価　額

時　価 評価損益

(1)流動資産に

　属するもの

株　　　式 　   　 １ 　 　   １         ０         ０         ０  △     ０         ０         ０  △     ０

債　　　券 　　    ９         ９         ０       １８       １７  △     ０         ９         ９         ０

そ　の　他     １７３     １２３  △   ４９     １７３       ８３  △   ８９     １７３     １０１  △   ７２

小　　　計     １８３     １３３  △   ４９     １９１     １０１  △   ９０     １８２     １１０  △   ７２

(2)固定資産に

　属するもの           

株　　　式     ５６７     ８８５     ３１７     ３２９     ３８８       ５９     ５６１     ７３２     １７１

債　　　券 　　    －         －         －         －         －         －         －         －         －

そ　の　他 　　    －         －         －         －         －         －         －         －         －

小　　　計     ５６７     ８８５     ３１７     ３２９     ３８８       ５９     ５６１     ７３２     １７１

合　　　計     ７５１ １，０１９     ２６８     ５２１     ４９０  △   ３１     ７４４     ８４３       ９８

（注）　百万円未満は切り捨てて表示しております。

（注記）

　　　　１．　時価（時価相当額を含む）の算定方法

　　　　 　(1)   上場有価証券　　　　　　　　　　　　主に東京証券取引所の最終価格であります。

　　　　 　(2)   店頭売買有価証券　　　　　　　　　　日本証券業協会が公表する売買価格等であります。

 　　　  　(3)　 非上場の証券投資信託の受益証券　　　基準価格であります。

　

　　　　２．流動資産に属する株式は、自己株式であります。

　　　　３．開示の対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（当 中 間 期      ）　（前年中間期      ）　 （前 期      ）

　　　　（流動資産）

ＭＭＦ 11,905 百万円 7,319 百万円 6,840 百万円

クローズド期間内の証券投資信託の受益証券 － 6,406 3,007

債券現先 － 1,999 －

非上場の外国債券 － 557 －

割引金融債 － 99 －

（固定資産）

店頭売買を除く非上場株式 1,173 1,263 1,157
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デリバティブ取引の契約額等、時価および評価損益

（１）通 貨 関 連      

（単位：百万円）

期 別  　当 中 間 期               前 年 中 間 期               前 期            

（平成 11 年 9 月 30 日現在） （平成 10 年 9 月 30 日現在） （平成 11 年 3 月 31 日現在）

契 約 額 等     契 約 額 等     契 約 額 等     

区

　　

分
種　類 うち 1 年超

時 価 評価損益
うち 1 年超
時 価 評価損益

うち 1 年超
時 価 評価損益

為替予約取引

売　　建

　該当なし

買　　建

米 ド ル      599    －   577 △  21    －    －    －    －    －    －    －    －

市

場
取

引

以

外

の

取

引

合　　　　計   599    －   577 △  21    －    －    －    －    －    －    －    －

（注）　百万円未満は切り捨てて表示しております。

（注記）１．時価の算定方法………先物為替相場によっております。

　　　　

　　　　２．外貨建金銭債権債務等に先物為替予約が付されていることにより、決済時における円貨額が確定している外貨建

　　　　　　金銭債権債務等で貸借対照表において当該円貨額で表示されているものについては、開示の対象より除いており

　　　　　　ます。

　　　　３．上記予約は、すべて契約済の実需為替のヘッジを目的として締結しております。

（２）金 利 関 連      

（単位：百万円）

期 別  　当 中 間 期               前 年 中 間 期               前 期            

（平成 11 年 9 月 30 日現在） （平成 10 年 9 月 30 日現在） （平成 11 年 3 月 31 日現在）

契 約 額 等     契 約 額 等     契 約 額 等     

区

　　
分
種　類 うち 1 年超

時 価 評価 損 益
うち 1 年超
時 価 評価 損 益

うち 1 年超
時 価 評価 損 益

金 利 ス ワ ッ プ 取 引         

支 払 固 定 ・ 受 取 変 動 6,000 3,000 △ 169 △ 169 6,000 6,000 △ 290 △ 290 6,000 6,000 △ 206 △ 206

支 払 変 動 ・ 受 取 変 動 3,000 3,000 △ 122 △ 122 3,000 3,000 △  93 △  93 3,000 3,000 △  98 △  98

市
場

取

引

以

外

の

取

引

合　　　　計 9,000 6,000 △ 292 △ 292 9,000 9,000 △ 384 △ 384 9,000 9,000 △ 305 △ 305

（注）　百万円未満は切り捨てて表示しております。

（注記）１．時価の算定方法………金利スワップ契約を締結している金融機関から提示された価格によっております。

　　　　２．金利スワップ契約における契約額等は、この金額自体がデリバティブ取引に係わる市場リスク量を示す

　　　　　　ものではありません。


